
＜注＞
加算適用加入員期間 請求者の
１０年以上 意思確認

＜注＞

加算部分の給付

加算適用加入員期間
３年以上１０年未満 ① 脱 退 一 時 金 希 望

② 企業年金連合会から
通算企業年金希望

① ③ 選択保留
② （再就職先の企業
③ 年金等に持ち込み
④ 希望の方）

⑤

＜注意＞

①

②

☆

加算部分の手続きについて

「脱退一時金裁定請求書」を提出

「加算部分選択申出書」を提出し、退職時に「ポータビリティの

「選択一時金支払申出書」をご提出ください。

当基金に「脱退一時金裁定請求書」を提出

選択一時金受給後、加算年金への移行はできません。

選択一時金への移行は可能です。その場合は、当基金に

喪失時に申請の必要はありません。

基金年金受給権

当基金に「選択一時金支払申出書」を提出

加入員期間１０年以上の方が喪失する場合は、ポータビリティの該当者ではありませんのでご注意ください。

加算年金支給開始前及び受給開始後２０年未満であれば、

喪失時に提出

しおり」・「脱退一時金裁定請求書」・「加算部分通算企業年金

連合会の制度概要

企業年金連合会からの通算企業年金を選択希望された場合、「脱退一時金額」から約１割の事務手数料を控除され残った額を給付原資として運用します。また、企業年金連合会から「脱退一時金相当額」

もとに説明していただく内容

（積立金）を、他の企業年金等に移す場合もさらに事務費が発生します。

(６０歳未満)

脱退一時金でしか
請求できません。

選択一時金

加 算 年 金

☆加算適用加入員期間は、加算適用月から喪失月の前月または６５歳誕生日の前日が属する月の前月まで

発生後の喪失者

移換申出書」をお渡しいただき、いずれかの手続きを期限内に
行ってください。

企業年金連合会と国民年金基金

＜注＞「ポータビリティのしおり」を

脱退一時金額

選択肢の内容
算定基礎期間（加算適用加入員期間）

当基金に

当基金に

当基金に

「加算部分選択申出書」を提出

基金年金受給権
発生前の喪失者

「加算部分選択申出書」と併せて
「ポータビリティのしおり」をもとに
説明し、「加算部分選択申出書」を

手続き期限

(６０歳以上)

　　　　　　　　　　　　　　　　は、残余期間に応じて選択一時金が支払われます。

お問い合わせ先：全国電子情報技術産業厚生年金基金　　業務課給付係　　Ｔｅｌ　０３－３９４６－１１９４　

該当者となります。
上記、矢印はポータビリティの

基本年金・加算年金ともに終身年金となりますが、加算年金につきましては、

当基金の場合：加算年金受給開始後２０年未満（２０年保証付終身年金）で死亡または選択一時金を希望した場合には、残余期間に応じて一時金をお支払いいたします。

企業年金連合会の場合：加算年金支給開始から８０歳までに亡くなられた場合には、残余期間に応じて死亡一時金が支払われます。また、加算年金受給開始後、病気や災害などで資金を必要とされる場合


